

















































































A は移民の送出国、B は移民の受入国を示し、t ＝ 1 ～ T 期の間、B 国に
移住する。W は所得、CL は生活費であり、（1）式の i および（2）式の r
は時間選好率（現在価値割引率）である。よって、両式とも「t 期の B 国と






















モデルを紹介する。同方程式（式（3））において左辺の Fij は天体 i と天体 j
の間にはたらく引力であり、右辺の G は定数、mi と mj はそれぞれ天体 i と

































































　 Beine at al.（2013） Caruso & de Wit（2014） Wei（2013）
ケース OECD 加盟国のうち 13 カ国 欧州 33 カ国 主要 48 カ国




































上海 500 ランクイン大学数 



































　 González et al. （2011） Abbott & Silles （2016） Liu & Wang （2009）
ケース
エラスムス計画 9）29 カ国サンプル
（EU16 カ国＋新規加盟 13 カ国）
受入国 18 カ国×送出国 38 カ国 　米国と 6 カ国





















　上海 200 ランクイン大学数 
　送出国第三次教育修了者人口 
 



















ln 送出国の 15–29 歳人口 





































































































































変数（ln= 対数値） データの出所と定義の補足説明 最小値 最大値 平均 SD
ln カテゴリー（Ａ）７カ国の
第三次教育受入留学生数（送出国別）
出典：UNESCO 0.00 12.47 6.87 2.15
ln 送出国人口
出典：United Nations
6.94 14.14 10.71 1.53




9.17 16.60 12.64 1.81












（0.04） 0.46 0.12 0.11
ln 受入国物価指数（2） GDP デフレータ（年率）　出典：WDI （2.34） 1.82 0.42 0.67
二国間同一言語ダミー 同一公用語 =1 0.00 1.00 0.13 0.34
ln 受入国第三次教育修了者割合 25 ～ 64 歳人口対象　出典：OECD 2.45 3.54 3.04 0.31
ln 受入国第三次教育修了者就職率 25 ～ 64 歳人口対象　出典：OECD 4.36 4.49 4.43 0.03
ln 受入国第三次教育の私的内部収益率 出典：OECD （3.38） （1.93） （2.49） 0.29
ln 受入国第三次教育および
　より高度な教育修了者の相対所得
出典：OECD 4.91 5.23 5.10 0.09




0.00 9.56 6.08 3.89
ln 受入国第三次教育政府支出の変動係数 5 年移動計算　 （5.06） （1.47） （2.87） 0.64







という帰無仮説を棄却できなかった。さらに Hausman 検定と Breuschand
Pagan 検定の結果、通常の回帰モデル（プーリング回帰モデル）が最も支
持されることとなり、最終的に得られたモデルは、以下の回帰式（（7）式）
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米国）で活動している研究者に対して、2011 年 2 ～ 6 月に実施した調
査（Franzoniet al.2012,1250）。
２）この調査では、日本の研究者の「内向き志向」が顕著となっており、「18












































した理由は、D.B.HEMS のデータソースが UNESCO や OECD に依存し
ており、こうした国際機関が国際比較を目的として「第三次教育」の範
囲でデータの整理を行っていることによる。
二〇
